
５　令和元年度９月補正予算案事業一覧

【一般会計】

(単位:千円)

補正前 補正額 補正後

議会費 1 調査・広報事業 21,605 2,690 24,295

一　般　財　源 21,605 2,690 24,295

・事業内容

　市議会だよりや本会議インターネット中継などに要する経費

・補正理由

　市議会だより発行事業の入札不調に伴う需用費の追加

・補正内容

　需用費　2,690千円（13,888千円→16,578千円）

事業・事項



(単位:千円)

補正前 補正額 補正後事業・事項

総務費 1 市政広報事業 193,345 9,240 202,585

国　障害者自立支援事業費補助金 2,028 0 2,028

県　障害者自立支援事業費補助金 1,143 0 1,143

諸　その他収入 183 0 183

一　般　財　源 189,991 9,240 199,231

・事業内容

　市政に関する情報を市民に提供する各種広報事業に要する経費

・補正理由

　オープンデータを活用した市民サービスの多チャネル化に向けた基盤整備及び

　ICTの活用による事務負担の軽減に向けたシステム構築に要する委託料の追加

・補正内容

　委託料　9,240千円（37,956千円→47,196千円）

241,919 3,090 245,009

使　戸籍等手数料 142,105 0 142,105

国　個人番号カード交付事業費補助金 93,083 0 93,083

国　個人番号カード交付事務費補助金 293 0 293

国　中長期在留者住居地届出等事務費
　　委託金 5,598 0 5,598

国　人口動態統計事務費委託金 752 0 752

県　人口世帯調査費委託金 88 0 88

一　般　財　源 0 3,090 3,090

・事業内容

　戸籍・住民基本台帳・印鑑登録等の窓口業務に要する経費

・補正理由

　住民基本台帳法施行令の改正に伴う印鑑登録証明書の旧氏併記のための

　システム改修に要する委託料の追加

・補正内容

　委託料　3,090千円（60,702千円→63,792千円）

2 戸籍・住民基本台帳・印鑑登録等事業



(単位:千円)

補正前 補正額 補正後事業・事項

民生費 1 障害者施設整備費助成事業（補助金） 46,400 1,600 48,000

国　社会福祉施設整備費等補助金 30,932 1,068 32,000

一　般　財　源 15,468 532 16,000

・事業内容

　障害者施設の整備に対する補助金

・補正理由

　国庫補助基準単価改定に伴う障害者施設の整備に対する補助金の追加

　・グループホーム創設　2施設

・補正内容

　負担金補助及び交付金　1,600千円（46,400千円→48,000千円）

・財源

　国2/3　社会福祉施設整備費等補助金　1,068千円（30,932千円→32,000千円）

2 国庫支出金等精算返還金（障害者福祉費） 0 176,253 176,253

一　般　財　源 0 176,253 176,253

・事業内容

　平成30年度国庫・県支出金の精算に伴う返還金の追加

　　国庫返還金　　　　　123,534千円（皆増）

　　県費返還金　　　　　 52,719千円（皆増）

国庫支出金等精算返還金一覧表

款 項 目 国庫返還金 県費返還金 合計

1 障害者福祉費 123,534 52,719 176,253

2 老人福祉費 1,208 - 1,208

3 次世代育成費 65,378 3 65,381

4 家庭福祉費 40,698 - 40,698

5 保育所費 112,480 47,558 160,038

6 障害児福祉費 67,647 33,823 101,470

7 生活保護費 生活保護運営費 152,209 - 152,209

8 介護保険費 介護保険事業費 93 13 106

9 保健衛生検査費 310 - 310

10 母子保健費 22,634 3,954 26,588

11 成人保健費 27,528 - 27,528

12 保健所費 生活衛生費 7,797 - 7,797

621,516 138,070 759,586合 計

（単位：千円）

民生費

社会福祉費

児童福祉費

衛生費
保健衛生費



(単位:千円)

補正前 補正額 補正後事業・事項

民生費 3 老人福祉施設等整備費助成事業（補助金） 0 33,196 33,196

国　介護施設等整備費補助金 0 33,196 33,196

・事業内容

　老人福祉施設の整備に対する補助金

・補正理由

　国庫補助金の内示に伴う非常用自家発電設備等の整備に対する補助金の追加

　・特別養護老人ホーム等 15施設

・補正内容

　負担金補助及び交付金　33,196千円（皆増）

・財源

　国10/10　介護施設等整備費補助金　33,196千円（皆増）

4 国庫支出金等精算返還金（老人福祉費） 0 1,208 1,208

一　般　財　源 0 1,208 1,208

・事業内容

　平成30年度国庫支出金の精算に伴う返還金の追加

　　国庫返還金　　　　　1,208千円（皆増）

5 国庫支出金等精算返還金（次世代育成費） 0 65,381 65,381

一　般　財　源 0 65,381 65,381

・事業内容

　平成30年度国庫・県支出金の精算に伴う返還金の追加

　　国庫返還金　　　　　65,378千円（皆増）

　　県費返還金　　　　　     3千円（皆増）



(単位:千円)

補正前 補正額 補正後事業・事項

民生費 6 子育て家庭支援事業 293,968 0 293,968

国　施設等利用費負担金 0 3,669 3,669

国　子ども・子育て支援交付金 77,456 △ 3,669 73,787

国　母子保健衛生費補助金 1,660 0 1,660

県　施設等利用費負担金 0 1,834 1,834

県　子ども・子育て支援交付金 75,621 △ 1,834 73,787

繰　地域振興等基金繰入金 40,000 0 40,000

諸　広告収入 1,128 0 1,128

諸　その他収入 3,457 0 3,457

一　般　財　源 94,646 0 94,646

◆ (1) 地域子育て推進事業 14,925 0 14,925

・事業内容

　地域全体での子ども・子育てを支える環境づくり推進に要する経費

・補正理由

　幼児教育・保育の無償化に伴うファミリー・サポート・センター事業に

　かかる歳入・歳出の組替

・補正内容

　負担金補助及び交付金　△7,338千円（皆減） 

　扶助費　　　　　　　　　7,338千円（皆増） 

・財源

　国1/2　子ども・子育て支援交付金　△3,669千円（77,456千円→73,787千円）

　国1/2　施設等利用費負担金　　　　　3,669千円（皆増）

　県1/4　子ども・子育て支援交付金　△1,834千円（75,621千円→73,787千円）

　県1/4　施設等利用費負担金　　　　　1,834千円（皆増）

7 国庫支出金等精算返還金（家庭福祉費） 0 40,698 40,698

一　般　財　源 0 40,698 40,698

・事業内容

　平成30年度国庫支出金の精算に伴う返還金の追加

　　国庫返還金　　　　　40,698千円（皆増）



(単位:千円)

補正前 補正額 補正後事業・事項

民生費 8 病児・病後児保育事業 62,311 △ 675 61,636

国　子ども・子育て支援交付金 20,881 △ 337 20,544

県　子ども・子育て支援交付金 20,712 △ 168 20,544

一　般　財　源 20,718 △ 170 20,548

・事業内容

　看護師等と保育士による、病気又は病気回復期の乳児、幼児又は小学校に就学

　している児童の一時的な保育に要する経費

・補正理由

　幼児教育・保育の無償化に伴う病児保育事業にかかる助成事業の組替

・補正内容

　委託料　△675千円（62,311千円→61,636千円）

・財源

　国1/2　子ども・子育て支援交付金　△337千円（20,881千円→20,544千円）

　県1/4　子ども・子育て支援交付金　△168千円（20,712千円→20,544千円）

・その他

　幼児教育・保育無償化関連事業へ組替

幼児教育・保育無償化に伴う事業の組替一覧
款 組替元 組替先

地域子育て推進事業
　負担金補助及び交付金

地域子育て推進事業
　扶助費

病児・病後児保育事業
　委託料

私立保育所等事業費助成事業（補助金）
　負担金補助及び交付金

認証保育所等利用者助成事業（補助金）
　負担金補助及び交付金

私立幼稚園教育振興助成事業（補助金）
　負担金補助及び交付金

私立幼稚園就園奨励等助成事業
　負担金補助及び交付金

民生費
    95,254千円

教育費
 1,830,140千円

　組替対象事業費　1,925,394千円（財源　国1/2　施設等利用費負担金　962,308千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 県1/4　施設等利用費負担金　481,152千円）

（新規）
幼児教育・保育無償化関連事業
　扶助費

（新規）
幼児教育・保育無償化事業
　扶助費



(単位:千円)

補正前 補正額 補正後事業・事項

民生費 9 私立保育所等助成事業 17,310,626 △ 87,241 17,223,385

分　私立保育所保育料 881,847 0 881,847

国　施設型給付費負担金 5,133,326 0 5,133,326

国　地域型保育給付費負担金 794,673 0 794,673

国　子ども・子育て支援交付金 108,456 △ 43,233 65,223

国　保育所等整備交付金 647,892 0 647,892

国　子どものための教育・保育給付費
　　補助金 6,886 0 6,886

国　保育対策総合支援事業費補助金 120,664 0 120,664

県　施設型給付費負担金 2,661,744 0 2,661,744

県　地域型保育給付費負担金 355,702 0 355,702

県　子ども・子育て支援交付金 86,839 △ 21,616 65,223

諸　施設型給付費収入 1,901 0 1,901

一　般　財　源 6,510,696 △ 22,392 6,488,304

◆ (1)私立保育所等事業費助成事業（補助金） 715,463 △ 2,453 713,010

・事業内容

　多様化する保護者のニーズに対応するため、私立保育所等が行う特別保育

　事業に対する補助金

・補正理由

　幼児教育・保育の無償化に伴う一時預かり事業にかかる助成事業の組替

・補正内容

　負担金補助及び交付金　△2,453千円（715,463千円→713,010千円）

・財源

　国1/2　子ども・子育て支援交付金　△839千円（65,092千円→64,253千円）

　県1/4　子ども・子育て支援交付金　△419千円（64,672千円→64,253千円）

・その他

　幼児教育・保育無償化関連事業へ組替



(単位:千円)

補正前 補正額 補正後事業・事項

民生費 ◆ (2)認証保育所等利用者助成事業（補助金） 149,828 △ 84,788 65,040

・事業内容

　待機児童の解消と認証保育所の利用促進のため、認証保育所等に入所する

　児童の保護者負担に対する補助金

・補正理由

　幼児教育・保育の無償化に伴う認可外保育施設利用料にかかる助成事業の組替

・補正内容

　負担金補助及び交付金　△84,788千円（149,828千円→65,040千円）

・財源

　国1/2　子ども・子育て支援交付金　△42,394千円（皆減）

　県1/4　子ども・子育て支援交付金　△21,197千円（皆減）

・その他

　幼児教育・保育無償化関連事業へ組替

10 幼児教育・保育無償化関連事業 0 87,916 87,916

国　施設等利用費負担金 0 43,570 43,570

県　施設等利用費負担金 0 21,784 21,784

一　般　財　源 0 22,562 22,562

・事業内容

　病児保育事業、一時預かり事業、認可外保育施設の利用者に対する扶助費

・補正理由

　幼児教育・保育の無償化に伴う、病児保育事業、一時預かり事業、認可外

　保育施設利用料にかかる助成事業の組替

・補正内容

　扶助費　87,916千円（皆増）

・財源

　国1/2　施設等利用費負担金　43,570千円（皆増）

　県1/4　施設等利用費負担金　21,784千円（皆増）　

・その他

　病児・病後児保育事業、私立保育所等事業費助成事業（補助金）、認証

　保育所等利用者助成事業（補助金）からの組替



(単位:千円)

補正前 補正額 補正後事業・事項

民生費 11 国庫支出金等精算返還金（保育所費） 0 160,038 160,038

一　般　財　源 0 160,038 160,038

・事業内容

　平成30年度国庫・県支出金の精算に伴う返還金の追加

　　国庫返還金　　　　　112,480千円（皆増）

　　県費返還金　　　　　 47,558千円（皆増）

12 国庫支出金等精算返還金（障害児福祉費） 0 101,470 101,470

一　般　財　源 0 101,470 101,470

・事業内容

　平成30年度国庫・県支出金の精算に伴う返還金の追加

　　国庫返還金　　　　　 67,647千円（皆増）

　　県費返還金　　　　 　33,823千円（皆増）

13 国庫支出金等精算返還金（生活保護運営費） 0 152,209 152,209

一　般　財　源 0 152,209 152,209

・事業内容

　平成30年度国庫支出金の精算に伴う返還金の追加

　　国庫返還金　　　　　152,209千円（皆増）



(単位:千円)

補正前 補正額 補正後事業・事項

民生費
444,648 19,763 464,411

国　介護施設等整備費補助金 0 19,763 19,763

県　介護サービス提供体制整備促進事業費
　　補助金 444,648 0 444,648

・事業内容

　介護サービス提供施設の整備に対する補助金

・補正理由

　国庫補助金の内示に伴う非常用自家発電設備等の整備に対する補助金の追加

　・認知症高齢者グループホーム等 9施設

・補正内容

　負担金補助及び交付金　19,763千円（444,648千円→464,411千円）

・財源

　国10/10　介護施設等整備費補助金　19,763千円（皆増）

15 国庫支出金等精算返還金（介護保険事業費） 4,410 106 4,516

諸　その他収入 4,410 67 4,477

一　般　財　源 0 39 39

・事業内容

　平成30年度国庫・県支出金の精算に伴う返還金の追加

　　国庫返還金　　　　　 93千円（4,410千円→4,503千円）

　　県費返還金　　　　 　13千円（皆増）

・財源

　諸　その他収入　67千円（4,410千円→4,477千円）

14 介護サービス提供基盤整備費助成事業
　（補助金）



(単位:千円)

補正前 補正額 補正後事業・事項

衛生費 1 国庫支出金等精算返還金（保健衛生検査費） 0 310 310

一　般　財　源 0 310 310

・事業内容

平成30年度国庫支出金の精算に伴う返還金の追加

国庫返還金　310千円（皆増）

2 国庫支出金等精算返還金（母子保健費） 0 26,588 26,588

一　般　財　源 0 26,588 26,588

・事業内容

平成30年度国・県支出金の精算に伴う返還金の追加

国庫返還金　22,634千円（皆増）

県費返還金　 3,954千円（皆増）

3 国庫支出金等精算返還金（成人保健費） 0 27,528 27,528

一　般　財　源 0 27,528 27,528

・事業内容

平成30年度国庫支出金の精算に伴う返還金の追加

国庫返還金　27,528千円（皆増）



(単位:千円)

補正前 補正額 補正後事業・事項

衛生費 4 保健所等維持管理運営事業 36,443 1,247 37,690

国　保健衛生施設等設備整備費補助金 0 623 623

国　保健所費委託金 1,740 0 1,740

諸　その他収入 170 0 170

一　般　財　源 34,533 624 35,157

・事業内容

保健所の維持管理及び保健所運営に要する経費

・補正理由

大規模災害等の発生に際し、保健所に設置する保健医療調整本部の機能維持に

必要な電力確保に伴う非常用自家発電設備の整備に要する委託料の追加

　・スケジュール

　令和元年度　設計

　令和2年度　 整備工事（令和3年1月完成予定）

・補正内容

　委託料　1,247千円（13,348千円→14,595千円）

・財源

国1/2　保健衛生施設等設備整備費補助金　623千円（皆増）

5 国庫支出金等精算返還金（生活衛生費） 0 7,797 7,797

一　般　財　源 0 7,797 7,797

・事業内容

平成30年度国庫支出金の精算に伴う返還金の追加

国庫返還金　7,797千円（皆増）



(単位:千円)

補正前 補正額 補正後事業・事項

農林水 1 国・県施行事業 198,696 24,050 222,746
産業費

一　般　財　源 198,696 24,050 222,746

◆ (1) 県営土地改良事業（負担金） 180,100 24,050 204,150

・事業内容

　基幹的農業水利施設の長寿命化、土地改良施設の災害防止のための改修等を

  実施する県営土地改良事業に対する負担金

・補正理由

　県追加内示に伴う負担金の追加

　・防災・減災、国土強靭化のための３か年緊急対策による、六間川及び田尻地区

　　における排水機場長寿命化対策工事の追加割当

・補正内容

　負担金補助及び交付金　24,050千円（180,100千円→204,150千円）



(単位:千円)

補正前 補正額 補正後事業・事項

商工費 1 スマートシティ推進事業 119,411 2,395 121,806

繰　新エネルギー等活用推進基金繰入金 19,980 0 19,980

諸　公営企業納入金 0 1,722 1,722

諸　その他収入 0 325 325

一　般　財　源 99,431 348 99,779

◆ (1) スマート・エネルギー推進事業 19,305 2,395 21,700

・事業内容

  エネルギーに対する不安のない強靭で低炭素な社会「浜松版スマートシティ」

　の実現に向けた基盤づくりに要する経費

・補正理由

　マイクログリッド事業における対象グリッドの追加（三ヶ日浄化センター、篠原

　協働センター）に伴う経費の追加

・補正内容

　需用費　　　　　1,049千円（　 490千円→ 1,539千円）

　委託料　　　　    414千円（11,500千円→11,914千円）

　使用料及び賃借料　932千円（   475千円→ 1,407千円）

・財源

　諸　公営企業納入金　1,722千円（皆増）

　諸　その他収入　　　　325千円（皆増）

・債務負担行為（変更）

　　事　項　変更前　三ヶ日協働センター他５グリッドマイクログリッド事業費

　　　　　　　　　　（三ヶ日協働センター、引佐協働センター、佐久間協働セン

　　　　　　　　　　　ター、発達医療総合福祉センター、フラワーパーク、東部

　　　　　　　　　　　衛生工場）

　　事　項　変更後　三ヶ日協働センター他７グリッドマイクログリッド事業費

　　　　　　　　　　（三ヶ日協働センター、引佐協働センター、佐久間協働セン

　　　　　　　　　　　ター、発達医療総合福祉センター、フラワーパーク、東部

　　　　　　　　　　　衛生工場、三ヶ日浄化センター、篠原協働センター）

　　限度額　変更前　421,050千円（R2～R15:各年度30,075千円）

　　　　　　変更後　658,812千円（R2～R15:各年度47,058千円）

　　期　間　令和元年度から令和15年度まで



(単位:千円)

補正前 補正額 補正後事業・事項

土木費 1 地震対策推進事業 118,440 21,064 139,504

国　防災・安全社会資本整備交付金
　　（建築行政） 33,533 5,384 38,917

県　緊急地震・津波対策等交付金 230 0 230

県　わが家の専門家診断事業費補助金 7,816 0 7,816

県　木造住宅耐震補強助成事業費
　　補助金 45,000 0 45,000

一　般　財　源 31,861 15,680 47,541

◆ (1) ブロック塀等耐震改修助成事業（補助金） 17,912 21,064 38,976

・事業内容

　地震発生時に倒壊又は転倒の危険性のあるブロック塀等の撤去及び

　改善工事に対する補助金

・補正理由

　令和元年6月に発生した山形県沖地震などを背景とした補助金申込の増加に伴う

　ブロック塀等の撤去及び改善に対する補助金の追加

・補正内容

　負担金補助及び交付金　21,064千円（17,912千円→38,976千円）

・財源

　国1/2　防災・安全社会資本整備交付金（建築行政）　5,384千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （7,576千円→12,960千円）



(単位:千円)

補正前 補正額 補正後事業・事項

土木費 道路・街路・河川事業

補正前 補正額 補正後

 1 新設改良事業補助事業 10,890,948 0 10,890,948

①整備 3,621,927 0 3,621,927

②維持修繕（修繕・防災・橋りょう
耐震・交通安全施設整備）

7,269,021 0 7,269,021

 2 維持修繕事業（修繕・交通安全施設整備）単独事業 9,112,885 707,989 9,820,874

①整備 1,467,600 134,400 1,602,000

②維持修繕（修繕・防災・橋りょう
耐震・交通安全施設整備）

7,645,285 573,589 8,218,874

補助＋単独　小計 20,003,833 707,989 20,711,822

 3 国直轄事業負担金 1,062,000 0 1,062,000

道路事業　計　Ａ 21,065,833 707,989 21,773,822

 1 補助事業（整備） 1,403,112 0 1,403,112

 2 単独事業（整備） 279,800 5,000 284,800

街路事業　計　Ｂ 1,682,912 5,000 1,687,912

 1 補助事業（整備） 78,000 0 78,000

 2 新設改良事業単独事業 1,504,890 0 1,504,890

①整備 815,140 0 815,140

②維持修繕 689,750 0 689,750

河川事業　計　Ｃ 1,582,890 0 1,582,890

合　　　計（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 24,331,635 712,989 25,044,624

河
川
事
業

事業・事項

道
路
事
業

街
路
事
業



(単位:千円)

補正前 補正額 補正後事業・事項

土木費 2 交通安全施設等整備･修繕事業 3,189,037 127,000 3,316,037

市　現年課税分（事業所税） 1,241,000 0 1,241,000

交　交通安全対策特別交付金 420,000 0 420,000

国　防災・安全社会資本整備交付金
　　（道路） 547,348 0 547,348

県　地震・津波対策促進費交付金 350 0 350

債　土木施設整備事業債 415,800 0 415,800

一　般　財　源 564,539 127,000 691,539

◆ (1) 国県道単独事業 713,566 50,500 764,066

・事業内容

　交通事故件数削減を目的とした国県道の交通事故多発地点等の改良、交通安全

　施設の整備に要する経費

・補正理由

　・歩行者等安全対策に要する工事請負費の追加　　　　　　　40,500千円

　・無電柱化に伴う埋蔵文化財調査に要する工事請負費の追加　10,000千円

・補正内容

　工事請負費　50,500千円（570,500千円→621,000千円）

◆ (2) 市道単独事業 1,456,307 76,500 1,532,807

・事業内容

　交通事故件数削減を目的とした市道の交通事故多発地点等の改良、交通安全

　施設の整備に要する経費

・補正理由

　・歩行者等安全対策に要する工事請負費の追加　　　　　67,500千円

　・歩道整備による歩行空間の確保に要する委託料の追加　 9,000千円

・補正内容

　委託料　　　 9,000千円（　242,477千円→　251,477千円）

　工事請負費　67,500千円（1,149,320千円→1,216,820千円）



(単位:千円)

補正前 補正額 補正後事業・事項

土木費 3 市道整備事業 1,377,824 62,600 1,440,424

市　現年課税分（事業所税） 100,000 0 100,000

国　社会資本整備総合交付金　（道路） 131,450 0 131,450

国　道整備事業費補助金 270,852 0 270,852

県　道路新設改良事業費負担金 7,000 0 7,000

債　土木施設整備事業債 833,800 59,200 893,000

一　般　財　源 34,722 3,400 38,122

◆ (1) 単独事業 597,120 62,600 659,720

・事業内容

　市内一円の市道整備に要する経費

・補正理由

　側溝改良等の道路整備に要する経費の追加

・補正内容

　工事請負費　　　　　 61,600千円（407,600千円→469,200千円）

　補償、補填及び賠償金　1,000千円（ 35,500千円→ 36,500千円）

・財源

　債　土木施設整備事業債　59,200千円（493,400千円→552,600千円）



(単位:千円)

補正前 補正額 補正後事業・事項

土木費 4 国県道整備事業 1,532,103 28,800 1,560,903

国　社会資本整備総合交付金　（道路） 401,750 0 401,750

国　道路関連整備・修繕事業費補助金 143,550 0 143,550

国　防衛施設周辺整備費補助金 37,606 0 37,606

県　道路新設改良事業費負担金 30,400 0 30,400

県　地震・津波対策促進費交付金 190,650 0 190,650

債　土木施設整備事業債 544,700 27,300 572,000

一　般　財　源 183,447 1,500 184,947

◆ (1) 単独事業 433,880 28,800 462,680

・事業内容

　市内一円の国県道整備に要する経費　

・補正理由

　線形改良等の道路整備に要する工事請負費の追加

・補正内容

　工事請負費　28,800千円（239,800千円→268,600千円）

・財源

　債　土木施設整備事業債　27,300千円 （159,500千円→186,800千円）

・債務負担行為（設定）

　事　項　国道362号（麓）道路改良工事費

　限度額　43,200千円（R2:43,200千円）

　期　間　令和元年度から令和2年度まで



(単位:千円)

補正前 補正額 補正後事業・事項

土木費 5 スマートインターチェンジ関連整備事業 1,074,600 43,000 1,117,600

国　社会資本整備総合交付金　（道路） 391,500 0 391,500

債　土木施設整備事業債 352,300 21,800 374,100

一　般　財　源 330,800 21,200 352,000

◆ (1) 単独事業 291,600 43,000 334,600

・事業内容

　スマートインターチェンジアクセス道路等の整備に要する経費

・補正理由

　ETCゲート誤進入対策や呉松16号線1号橋下部工の左岸右岸同時施工に要する

　工事請負費の追加

・補正内容

　工事請負費　43,000千円（219,600千円→262,600千円）

・財源

　債　土木施設整備事業債　21,800千円（皆増）



(単位:千円)

補正前 補正額 補正後事業・事項

土木費 6 道路維持修繕事業 9,671,768 416,589 10,088,357

分　道路維持管理費負担金 6,750 0 6,750

分　橋りょう整備事業費負担金 12,554 0 12,554

国　防災・安全社会資本整備交付金
　　（道路） 1,716,734 0 1,716,734

国　原田橋関連整備事業費補助金 484,000 0 484,000

国　道路関連整備・修繕事業費補助金 443,300 0 443,300

県　橋りょう整備事業費負担金 154,800 0 154,800

県　道路維持管理費負担金 52,800 0 52,800

県　地震・津波対策促進費交付金 153,146 0 153,146

債　土木施設整備事業債 1,479,900 254,400 1,734,300

一　般　財　源 5,167,784 162,189 5,329,973

◆ (1) 国県道単独事業 1,358,594 102,000 1,460,594

・事業内容

　国県道の維持管理に要する経費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・補正理由

　・緊急度の高い道路維持修繕に要する工事請負費の追加　75,000千円

　・小破修繕業務等委託に要する委託料の追加　　　　　　27,000千円

・補正内容

　委託料　　　 27,000千円（797,686千円→824,686千円）

　工事請負費　 75,000千円（549,144千円→624,144千円）

・財源

　債　土木施設整備事業債　71,200千円（皆増）



(単位:千円)

補正前 補正額 補正後事業・事項

土木費 ◆ (2) 市道単独事業 2,464,717 292,000 2,756,717

・事業内容

　市道の維持管理に要する経費

・補正理由

　・緊急度の高い道路維持修繕に要する工事請負費の追加　193,000千円

　・小破修繕業務等委託に要する委託料の追加 　　　　　　99,000千円

・補正内容

　委託料　　　 99,000千円（1,187,911千円→1,286,911千円）

　工事請負費　193,000千円（1,242,960千円→1,435,960千円）

・財源

　債　土木施設整備事業債　183,200千円（皆増）

◆ (3) 長寿命化推進単独事業 963,600 22,589 986,189

・事業内容

　長寿命化計画に基づいた橋りょう・トンネル・舗装等の修繕に要する経費　

・補正理由

　・静岡県との管理協定に基づく橋りょう補修工事等にかかる

　　負担金の追加　21,589千円

　・橋りょう補修工事のための足場施工を、ＪＲ東海が実施することに伴う

　　委託料の追加　 1,000千円

・補正内容

　委託料　　　　　　　　 1,000千円（472,300千円→473,300千円）

　負担金補助及び交付金　21,589千円（ 61,830千円→ 83,419千円）

・債務負担行為（設定）

　　事　項　市道鴨江倉松線鴨江倉松跨線橋橋りょう修繕工事費

　　限度額　189,500千円（R2:57,000千円、R3:132,500千円）

　　　　　　うち国交付金事業187,500千円、長寿命化推進単独事業2,000千円

　　期　間　令和元年度から令和3年度まで



(単位:千円)

補正前 補正額 補正後事業・事項

土木費 7 道路防災事業 1,312,001 20,000 1,332,001

国　防災・安全社会資本整備交付金
　　（道路） 471,250 0 471,250

債　土木施設整備事業債 414,000 0 414,000

一　般　財　源 426,751 20,000 446,751

◆ (1) 単独事業 369,501 20,000 389,501

・事業内容

　落石・斜面崩壊等の災害を未然に防止する災害防除工事に要する経費

・補正理由

　斜面崩壊対策による安全確保のための委託料の追加

・補正内容

　委託料　20,000千円（152,000千円→172,000千円）

8 橋りょう耐震補強事業 394,000 10,000 404,000

国　防災・安全社会資本整備交付金
　　（道路） 126,500 0 126,500

県　橋りょう整備事業費負担金 10,000 0 10,000

県　地震・津波対策促進費交付金 62,400 0 62,400

県　緊急地震・津波対策等交付金 28,333 0 28,333

債　土木施設整備事業債 93,100 0 93,100

一　般　財　源 73,667 10,000 83,667

◆ (1) 単独事業 79,000 10,000 89,000

・事業内容

　橋りょうの耐震性能の向上を図るための耐震補強工事に要する経費

・補正理由

　県道両島二俣線塩見渡橋橋りょう耐震補強工事における濁水対策のための

　工事請負費の追加

・補正内容

　工事請負費　10,000千円（19,000千円→29,000千円）



(単位:千円)

補正前 補正額 補正後事業・事項

土木費 9 都市計画道路整備事業 1,519,800 5,000 1,524,800

市　現年課税分（都市計画税） 272,000 0 272,000

分　電線共同溝整備事業費負担金 300 0 300

国　防災・安全社会資本整備交付金
　　（街路） 650,000 0 650,000

債　都市計画事業債 584,900 0 584,900

一　般　財　源 12,600 5,000 17,600

◆ (1) 単独事業 219,800 5,000 224,800

・事業内容

  都市交通の円滑化を図るための都市計画道路の整備に要する経費

・補正理由

　池川富塚線の拡幅に伴う歩道整備における道路附属物の設置に要する工事請負費

　の追加

・補正内容

　工事請負費　 5,000千円（58,000千円→63,000千円）

10 公園整備事業 563,647 30,416 594,063

市　現年課税分（事業所税） 171,000 0 171,000

市　現年課税分（都市計画税） 32,000 0 32,000

国　社会資本整備総合交付金（公園整備） 127,500 0 127,500

国　防災・安全社会資本整備交付金
　　（公園整備） 5,000 0 5,000

債　都市計画事業債 187,800 0 187,800

一　般　財　源 40,347 30,416 70,763

◆ (1) 単独事業 207,371 30,416 237,787

・事業内容

　市単独事業による公園整備等に要する経費

・補正理由

　土地所有者から佐鳴湖公園園路の借地返還要請を受けたことに伴う

　代替用地の取得及び園路整備に要する経費の追加

・補正内容

　需用費　　　　　 　 21千円（    189千円→    210千円）

　役務費　　　　　 　850千円（    253千円→  1,103千円）

　委託料　　　　 　2,818千円（ 17,676千円→ 20,494千円）

　工事請負費　 　　5,307千円（189,100千円→194,407千円）

　公有財産購入費　21,420千円（皆増）



(単位:千円)

補正前 補正額 補正後事業・事項

消防費 1 消防防災施設等整備事業 337,068 △ 119,616 217,452

国　緊急消防援助隊設備整備費補助金 25,324 0 25,324

国　防衛施設周辺整備費補助金 15,304 0 15,304

県　緊急地震・津波対策等交付金（消防） 9,648 0 9,648

債　消防施設整備事業債 214,100 △ 113,500 100,600

一　般　財　源 72,692 △ 6,116 66,576

◆ (1) 消防車両購入事業 323,807 △ 119,616 204,191

・事業内容

　消防車両の更新に要する経費

・補正理由

　消防車両購入経費の減額及び債務負担行為の設定

　・消防車両2台について、入札不調により年度内納入ができなくなったため、

　　令和元年度中の購入を見送り、購入経費の減額補正を行うとともに、新たに

　　債務負担行為を設定するもの

・補正内容

  備品購入費　△119,616千円（323,331千円→203,715千円）

・財源

  債　消防施設整備事業債　△113,500千円（214,100千円→100,600千円）

・債務負担行為（設定）

　　事　項　消防車両購入経費

　　限度額  163,900千円（R2:163,900千円）

　　期　間　令和元年度から令和2年度まで

　　財　源　債　消防施設整備事業債　155,600千円



(単位:千円)

補正前 補正額 補正後事業・事項

教育費 1 かわな野外活動センター管理運営事業 183,392 △ 1,710 181,682

一　般　財　源 183,392 △ 1,710 181,682

◆ (1) 維持管理事業 91,782 △ 1,710 90,072

・事業内容

　かわな野外活動センターの管理運営に要する経費

・補正理由

　公用車購入関連経費の減額及び債務負担行為の設定

　・かわな野外活動センターで使用する公用車について、入札不調により年度内納入

　　ができなくなったため、令和元年度中の購入を見送り、購入関連経費の減額補正

　　を行うとともに、新たに債務負担行為を設定するもの

・補正内容

　役務費　　　　　△9千円（22千円→13千円）

　備品購入費　△1,701千円（皆減）

・債務負担行為（設定）

　　事　項　かわな野外活動センター公用車両購入経費

　　限度額  1,710千円（R2:1,710千円）

　　期　間　令和元年度から令和2年度まで



(単位:千円)

補正前 補正額 補正後事業・事項

教育費 2 私立幼稚園助成事業 321,971 △ 46,647 275,324

国　子ども・子育て支援交付金
    （幼児教育） 81,966 △ 23,323 58,643

県　子ども・子育て支援交付金 70,304 △ 11,661 58,643

繰　過疎地域自立促進事業基金繰入金 1,000 0 1,000

一　般　財　源 168,701 △ 11,663 157,038

◆ 305,921 △ 46,647 259,274

・事業内容

　幼稚園型一時預かり事業に要する経費

・補正理由

　幼児教育・保育の無償化に伴う預かり保育料にかかる助成事業の組替

・補正内容

　負担金補助及び交付金　△46,647千円（305,911千円→259,264千円）

・財源

　国1/2　子ども・子育て支援交付金（幼児教育）　△23,323千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　 （81,966千円→58,643千円）

　県1/4　子ども・子育て支援交付金　　　　　　　△11,661千円

                                   （70,304千円→58,643千円）

・その他

　幼児教育・保育無償化事業へ組替

(1) 私立幼稚園教育振興助成事業（補助金）



(単位:千円)

補正前 補正額 補正後事業・事項

教育費 3 私立幼稚園就園奨励等助成事業 2,379,866 △ 1,783,493 596,373

国　幼稚園就園奨励費補助金 185,410 0 185,410

国　子ども・子育て支援交付金
    （幼児教育） 902,058 △ 891,746 10,312

県　子ども・子育て支援交付金 445,873 △ 445,873 0

繰　過疎地域自立促進事業基金繰入金 1,000 0 1,000

一　般　財　源 845,525 △ 445,874 399,651

・事業内容

　従来型私立幼稚園に就園する園児世帯の経済的負担軽減を図るため、

　所得状況に応じた入園料及び保育料の一部減免に要する経費

・補正理由

　幼児教育・保育の無償化に伴う従来型私立幼稚園保育料及び預かり保育料

　にかかる助成事業の組替

・補正内容

　負担金補助及び交付金　△1,783,493千円（2,367,863千円→584,370千円）

・財源

　国1/2　子ども・子育て支援交付金（幼児教育）　△891,746千円

　　　　　　　　　　　          　 （902,058千円→10,312千円）

　県1/4　子ども・子育て支援交付金　   　   　　△445,873千円（皆減）

・その他

　幼児教育・保育無償化事業へ組替



(単位:千円)

補正前 補正額 補正後事業・事項

教育費 4 幼児教育・保育無償化事業 0 1,830,140 1,830,140

国　施設等利用費負担金 0 915,069 915,069

県　施設等利用費負担金 0 457,534 457,534

一　般　財　源 0 457,537 457,537

・事業内容

  従来型私立幼稚園保育料、預かり保育料の利用者に対する扶助費

・補正理由

　幼児教育・保育の無償化に伴う従来型私立幼稚園保育料及び預かり保育料

　にかかる助成事業の組替

・補正内容

　扶助費　1,830,140千円（皆増）

・財源

  国1/2　施設等利用費負担金　915,069千円（皆増）

  県1/4　施設等利用費負担金　457,534千円（皆増）

・その他

　私立幼稚園教育振興助成事業（補助金）及び私立幼稚園就園奨励等助成事業

  からの組替


